
















平成２３年度以降の出産育児一時金制度の具体的見直しについて（申請・支払方法③）

診療所・助産所病院

（参考１）

○ 分娩件数／月別の診療所の割合・当該診療所における分娩件
数計の全体の分娩数に占める割合

◇直接支払制度を改善

①支払のさらなる早期化

数計の全体の分娩数に占める割合

件数/
月

～５ ～１０ ～１５ ～２０ ～２５ ～３０ ～３５ ～４０ ～４５ ～５０

①支払のさらなる早期化

②手続の簡素化

施設数 15.5% 23.8% 33.3% 43.2% 53.5% 63.7% 71.0% 77.0% 82.7% 86.4%

分娩数 0.4% 1.6% 3.7% 6.8% 11.0% 15.9% 20.1% 24.0% 28.2% 31.2%

事務負担、資金繰りへの影
響が大きい施設

※厚生労働省「医療施設調査」（平成20年）より、保険局において集計。分娩数は、平成20年
9月におけるもの。

○ 受取代理の実施も
可能。（直接支払との
併用実施も可能）

（参考２）

○ 産婦人科診療所における医業収益に占めるその他の診療収益
の割合別の診療所の割合

直接支払等非対応医療機関等

医業収益に占めるその他の
診療収益の割合

40％～ 50％～ 60％～ 70％～

診療所の割合 40％ 30％ 14％ 12％

○ 直接支払（又は受取代理）を実施するかどうかは、医
療機関等の選択。 1

※厚生労働省「医療経済実態調査」（平成21年6月）をもとに、保険局において集計。
























